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(百万円未満切捨て)

１．2023年２月期第３四半期の連結業績（2022年３月１日～2022年11月30日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2023年２月期第３四半期 44,023 1.3 9,825 △2.7 10,082 △1.2 6,647 3.7

2022年２月期第３四半期 43,420 12.1 10,103 31.5 10,206 30.0 6,409 31.3
(注) 包括利益 2023年２月期第３四半期 6,878百万円( △4.6％) 2022年２月期第３四半期 7,210百万円( 37.6％)

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2023年２月期第３四半期 133.30 ―

2022年２月期第３四半期 125.09 ―
　

（注) １．当社は2021年９月１日を効力発生日として、普通株式１株につき1.2株の割合で株式分割を行っております。
これに伴い、2022年２月期の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期純利益を算定してお
ります。

２．「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号 2020年３月31日)等を第１四半期連結会計期間の期首か
ら適用しており、2023年２月期第３四半期に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値とな
っております。

　

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2023年２月期第３四半期 99,323 82,292 75.0

2022年２月期 99,264 83,443 76.5
(参考) 自己資本 2023年２月期第３四半期 74,518百万円 2022年２月期 75,952百万円
　

　

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2022年２月期 ― 28.00 ― 32.00 60.00
2023年２月期 ― 30.00 ―

2023年２月期(予想) 30.00 60.00
(注)１．直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無
　　

２．当社は2021年９月１日を効力発生日として、普通株式１株につき1.2株の割合で株式分割を行っております。

３．2023年２月期の連結業績予想（2022年３月１日～2023年２月28日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 59,000 3.7 13,600 5.0 13,700 4.4 8,500 1.4 170.86
(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無
　

　　



※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 ： 無

　 (連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動)

新規 －社（社名） 、除外 －社（社名）
　

　

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無
　

　

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無
　

（注）詳細は、添付資料７ページ「２．四半期連結財務諸表及び主な注記（３）四半期連結財務諸表に関する注記事
項（会計方針の変更）」をご覧ください。

　

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2023年２月期３Ｑ 51,000,000株 2022年２月期 51,000,000株

② 期末自己株式数 2023年２月期３Ｑ 1,621,502株 2022年２月期 431,518株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2023年２月期３Ｑ 49,866,459株 2022年２月期３Ｑ 51,233,426株

（注）2021年９月１日付で普通株式１株につき1.2株の割合で、株式分割を行っております。2022年２月期の期首に
当該株式分割が行われたと仮定し、期中平均株式数を算定しております。

　

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含
んでおります。実際の実績等は、業績の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第３四半期連結累計期間における我が国経済は、新型コロナウイルス感染症における行動制限の緩和等により

社会経済活動に回復の動きが見られましたが、新型コロナウイルス感染症の再拡大、ウクライナ・ロシア情勢の長

期化による原油などのエネルギー資源や原材料の価格の高騰、急速な円安等の為替変動の懸念等により、依然とし

て先行きは不透明な状況となっております。

こうした経済情勢下、グループの主力事業である株式会社ダイセキの工場廃液を中心とした産業廃棄物の処理事

業は、原材料やエネルギー価格の上昇等や、半導体部品不足による顧客の生産調整の実施による影響を受けたもの

の、原油価格の上昇に伴い、リサイクル燃料の販売価格も徐々に上昇し、採算は改善され、利益率も前年同期比で

向上いたしました。

また、世界的にカーボンニュートラルへの動きが本格化する中、株式会社ダイセキのリサイクル中心の処理方法

やリサイクル燃料に対する社会的評価は一段と高まってまいりました。これらにより、株式会社ダイセキでは増収

増益を確保し、売上・利益共に過去最高を更新いたしました。

株式会社ダイセキ環境ソリューションが手掛ける土壌汚染処理関連事業は、建設業界については民間企業の建設

投資は徐々に持ち直しの傾向が見られ、業界全体の受注高は前年同期を上回る水準で推移している状況にあります

が、建設資材の価格高騰等の影響により、予断を許さない状況が続いております。このような背景のもと、引続

き、高付加価値案件の受注やコンサルティング営業に注力いたしました。廃石膏ボードリサイクル事業は、売上及

び営業利益は前年同期比増加となり、堅調に推移しましたが、土壌汚染調査・処理事業については、大規模インフ

ラ整備案件の売上及び利益が当初計画と比較して大幅に下回ったため減収減益となりました。

株式会社ダイセキＭＣＲが手掛ける鉛リサイクル事業は、円安による鉛販売価格の高止まりにより、採算は大き

く改善し、増収増益を確保いたしました。

システム機工株式会社が手掛ける大型タンク等の洗浄事業は、上期にみられた工事の受注時期や工事の完了が遅

れる状況も改善されてきており、業績は順調に推移しております。

また、当社グループは、今後の事業拡大のために、引続き人材確保ならびに教育を強化し、設備増強も図ること

により、次期以降の事業拡大の準備を行ってまいりました。

以上の結果、当第３四半期連結累計期間の業績は、売上高44,023百万円（前年同四半期比1.3％増）、営業利益

9,825百万円（同2.7％減）、経常利益10,082百万円（同1.2％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益6,647百万

円（同3.7％増）となりました。

当社グループは、環境関連事業から構成される単一セグメントであるため、セグメントごとの記載を省略してお

ります。

（２）財政状態に関する説明

当第３四半期連結会計期間末の総資産は99,323百万円と前連結会計年度末に比べ58百万円増加いたしました。こ

れは主に現金及び預金が6,761百万円、有価証券が200百万円それぞれ減少したものの、有形固定資産が3,404百万

円、受取手形、売掛金及び契約資産(前連結会計年度末は受取手形及び売掛金)が2,299百万円、投資有価証券が

1,326百万円それぞれ増加したことによります。負債は17,030百万円と前連結会計年度末に比べ1,209百万円増加い

たしました。これは主に未払法人税等が1,390百万円減少したものの、短期借入金が1,920百万円、電子記録債務が

337百万円、支払手形及び買掛金が268百万円それぞれ増加したことによります。純資産は82,292百万円と前連結会

計年度末に比べ1,150百万円減少いたしました。これは主に利益獲得等により利益剰余金が3,542百万円増加したも

のの、自己株式の取得による自己株式の増加により4,854百万円減少したことによるものであります。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

2022年６月30日に公表しました連結業績予想から修正は行っておりません。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2022年２月28日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年11月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 34,149 27,387

受取手形及び売掛金 8,488 －

受取手形、売掛金及び契約資産 － 10,788

電子記録債権 1,072 1,105

有価証券 300 99

棚卸資産 1,906 1,790

その他 545 750

貸倒引当金 △6 △8

流動資産合計 46,457 41,914

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 10,482 10,423

機械装置及び運搬具（純額） 4,016 4,132

土地 24,292 24,800

建設仮勘定 1,608 4,392

その他（純額） 469 523

有形固定資産合計 40,868 44,272

無形固定資産

のれん 267 210

その他 295 317

無形固定資産合計 562 527

投資その他の資産

投資有価証券 7,765 9,091

長期預金 1,500 1,500

繰延税金資産 1,299 1,316

その他 813 702

貸倒引当金 △1 △2

投資その他の資産合計 11,375 12,608

固定資産合計 52,807 57,409

資産合計 99,264 99,323
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2022年２月28日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年11月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 3,004 3,273

電子記録債務 792 1,129

短期借入金 830 2,750

1年内返済予定の長期借入金 706 428

未払法人税等 2,544 1,154

賞与引当金 450 192

その他 3,973 5,706

流動負債合計 12,302 14,635

固定負債

長期借入金 1,618 801

役員退職慰労引当金 8 10

退職給付に係る負債 1,171 1,243

その他 720 340

固定負債合計 3,518 2,395

負債合計 15,821 17,030

純資産の部

株主資本

資本金 6,382 6,382

資本剰余金 7,070 7,073

利益剰余金 64,192 67,734

自己株式 △1,857 △6,712

株主資本合計 75,787 74,478

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 173 41

退職給付に係る調整累計額 △7 △1

その他の包括利益累計額合計 165 39

非支配株主持分 7,490 7,774

純資産合計 83,443 82,292

負債純資産合計 99,264 99,323
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2021年３月１日
　至 2021年11月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2022年３月１日
　至 2022年11月30日)

売上高 43,420 44,023

売上原価 28,584 29,047

売上総利益 14,835 14,975

販売費及び一般管理費 4,732 5,149

営業利益 10,103 9,825

営業外収益

受取利息 45 46

受取配当金 11 24

受取保険金 3 128

その他 48 65

営業外収益合計 109 264

営業外費用

支払利息 3 4

保険解約損 0 －

自己株式取得費用 1 2

その他 1 2

営業外費用合計 6 8

経常利益 10,206 10,082

特別利益

固定資産売却益 25 24

投資有価証券売却益 － 17

特別利益合計 25 42

特別損失

固定資産売却損 － 1

固定資産除却損 38 25

減損損失 18 －

特別損失合計 57 26

税金等調整前四半期純利益 10,174 10,097

法人税、住民税及び事業税 3,296 3,037

法人税等調整額 △182 43

法人税等合計 3,114 3,080

四半期純利益 7,060 7,017

非支配株主に帰属する四半期純利益 651 369

親会社株主に帰属する四半期純利益 6,409 6,647
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四半期連結包括利益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2021年３月１日
　至 2021年11月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2022年３月１日
　至 2022年11月30日)

四半期純利益 7,060 7,017

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 147 △145

退職給付に係る調整額 2 6

その他の包括利益合計 149 △138

四半期包括利益 7,210 6,878

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 6,483 6,521

非支配株主に係る四半期包括利益 726 356
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

（自己株式の取得)

　当社は、2022年４月18日開催、2022年７月19日開催及び2022年10月11日開催の取締役会において、会社法第

165条第３項の規定により読み替えて適用される同法第156条の規定に基づき、自己株式取得に係る事項について

決議し、普通株式1,200,000株を取得しました。この結果、当第３四半期連結累計期間において自己株式が4,896

百万円増加しております。

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用)

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点

で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。

　なお、「収益認識に関する会計基準の適用指針」第98項に定める代替的な取扱いを適用し、商品及び製品の国

内販売において、出荷時から当該商品及び製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合

には、出荷時に収益を認識しております。

　収益認識会計基準等の適用による主な変更点は、以下のとおりであります。

　代理人取引に係る収益について、従来は総額で収益を認識しておりましたが、顧客への財又はサービスの提供

における役割（本人又は代理人）を判断した結果、純額で収益を認識しております。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従って

おり、第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１四半

期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

　この結果、当第３四半期連結累計期間の売上高及び売上原価に与える影響は軽微であります。売上総利益、営

業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響はありません。また、利益剰余金の当期首残高に

与える影響もありません。

　収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示してい

た「受取手形及び売掛金」は、第１四半期連結会計期間より「受取手形、売掛金及び契約資産」に含めて表示す

ることとしました。

　なお、収益認識会計基準第89-2項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度について新たな表示方法

により組替えを行っておりません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用)

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基

準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準

等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、四半期連結財務諸表に与え

る影響はありません。

　


